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正規職員 

（任期の定めのない常勤職員・任期付職員） 

一般職非常勤職員 

（地公法第 17条） 

特別職非常勤職員 

（地公法第３条第３項第３号）  

臨
時
的
任
用
職
員 

（
地
公
法
第 

条
第
５
項
） 

正規職員 

（任期の定めのない常勤職員・任期付職員） 

臨時的任用職員 

 

※ 職員の欠員の代替に限定。 

会計年度任用職員 
（新地公法第 22条の２第１項第１号及び第２号）  

特別職非常勤職員 

（新地公法第３条第３項第３号及び第３号の２）  

※ 該当する職の厳格化。 

※期末手当不要 ※期末手当の支給必要 

本格的業務

補助的業務 

（新地公法第22条の3第4項） 

会計年度任用職員の退職手当について 

 

１ 概念図 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

２ 会計年度任用職員の区分 

 

                     

会計年度任用職員       

                            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

22 

①特別職非常勤職員は「学識経験等に基づき、助言、調査等を行う者」に厳格化 

②臨時的任用職員は「緊急で常勤職員に欠員が生じた場合」に厳格化 

③一般職非常勤職員は「会計年度任用職員」に統一         ⇒法的根拠不明の職員は存在しない。 

フルタイム会計年度任用職員【退職手当の支給が必要】 

１週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職員の 

１週間当たりの通常の勤務時間と同一の時間であるもの 

 

パートタイム会計年度任用職員 

【これまでどおり退職手当を支給しなくてもよい】 

１週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職員の

１週間当たりの通常の勤務時間と比較して短いもの 
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３ 退職手当条例上の職員分類 

 

適用条文 現 行 

第２条第１項 

正規職員 

任期付職員 

臨時的任用職員（地公法第22条の３第４項） 

第２条第２項 

(※附則２２項 ) 

第１項以外のうち以下の３要件を満たす者

（地公法第22条の２第１項第２号） 

 フルタイム会計年度任用職員 

 ①職員と同じ勤務時間 

  ②月 18日以上勤務 

  ③勤続期間６か月超え 

－ 

上記以外 

特別職非常勤職員（地公法第３条第３項第３号及び第３号の２）  

再任用職員、再任用短時間職員 

パートタイム会計年度任用職員（地公法第 22 条の２第１項第１号） 

 

 

４ 会計年度任用職員に係る退職手当の制度・運用 

（１）会計年度任用職員の退職事由等 

退 職 事 由 適用条文 

公務上の死亡又は傷病 第５条第１項第４号 

25年以上勤続の通勤傷病、公務外死亡 第５条第２項 

11年以上 25年未満勤続の通勤傷病、公務外死亡 第４条第２項 

自己都合（19年以下勤続） 第３条第２項 

第３条第１項の支給率に６０％ 

 ～９０％を乗じた支給率 

上記以外 第３条第１項 

 （例） ・11年未満勤続の任期終了  

 ・11年未満勤続の通勤傷病、公務外死亡  

 ・20年以上勤続の自己都合退職  

 ・通勤外傷病・公務外傷病  

  ※現行、11 年以上勤続の任期終了の適用規定なし。⇒実態は任期終了であっても退職事由は自己

都合。 

 

（２）退職手当額 

  ①退職日 

   実際の退職日、あるいは月 18 日以上勤務しないことが客観的に明らかになった日（月

18日に満たないことが確定した日） 
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②支給率   一般職と同じ支給率であるが、11年以上勤続の場合は任期終了であって

も自己都合扱いとなる。 

 

  

④調整額 

   会計年度任用職員に想定される給料表及び級は、行政職１級～２級、教育職１級、医（一）

１級、医（二）１級～２級であるが、これらの職に該当する調整額区分は第 11 号区分で

０円であり、調整額の支給対象者はいないと想定。 

 

 

５ 団体からの負担金 

（１）一般納付金 

①負担率 

正規職員と同様に、８０／１０００、１３０／１０００、１７０／１０００のいずれか 

 

②負担金額 

   給料月額 170,000円、負担率 80/1000の場合 

⇒ （年間）170,000円×12月×負担率 80/1000＝163,200円 

 

③負担金の対象期間 

・勤続期間分（退職手当支給期間分）の負担金を納付。 

  ・支給要件の勤続期間６か月を超えるまでは納付不要。勤続期間６か月を超えた場合に

納付が必要。 

  ・４月１日新規採用者は、10月から納付。併せて 10月に 4月～9月の６か月分の遡及納

付が必要。 

 

④月の中途で就・退職の場合の負担金 

  ・月の中途で就職する場合は、組合加入時に勤続期間開始月からの負担金を遡及納付。 

  ・月の中途で退職する場合で退職日の属する月が月 18 日未満勤務の場合は、その月の負

担金は翌月返戻。 

 

  ⑤納付金調書 

・一般納付金の会計年度について、従来どおり異動報告のあった月に請求し、新年度旧年

度の区分けはしない。（Ｒ２．10 月採用でＲ３．４月組合加入の場合は、Ｒ３．４月に

６か月分の負担金を遡及納付するが、遡及分も含めて会計年度は新年度。） 

 

 

 

※現行の制度上、勤続11.0年～12.5年の自己都合退職手当額 ＜ 勤続 10.5年の任期終了退職手当額 

        （7.432月～8.537月）                     （8.788月） 
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（２）特別負担金 

   以下に該当する場合は、特別負担金の納付が必要。（常勤職員と同様） 

  ・退職１年前の号給より４号給を超える上位の号給に昇給し、その超える給料月額で退職 

手当を計算したときは、４号給で計算した退職手当の基本額との差額 

  ・失業者の退職手当の支給を受けた場合は、その退職手当の額 

 

６ 雇用保険と退職手当  

（１）雇用保険加入期間と組合加入期間の関係 

①採用後６か月までは雇用保険、その後事務組合に加入。 

事務組合加入時に、６か月分の一般納付金の遡及納付が必要。 

  ⇒雇用保険の保険料支払い期間と重複があるが、雇用保険料の返戻なし。 

②事務組合加入後に、欠勤等により月 18日以上勤務しないことが客観的に明らかに 

なった場合、その時点で自己都合退職扱いとし、退職手当を支給する。 

※なお、その後も任用を続ける場合、上記時点付けで退職辞令を発令し、翌日から採 

用辞令を発令する必要がある。 

 ⇒この対応をしないと、雇用保険に再度入れない可能性あり。 

   ③組合加入後（勤続期間６か月）から１２か月勤続するまでの間の育児休業給付金につ 

いては、給付されないため、注意が必要。 

 

（２）失業給付と失業者の退職手当の関係 

  ①失業給付の支給要件 

   離職の日以前２年間に１２月以上被保険者期間があること 

   ※ただし、資格喪失以降は新たに資格を得るまでは給付なし。 

  ②失業者の退職手当の支給要件等 

   支給要件：勤続期間１２月以上（免職・失職・公務上傷病の場合を除く。） 

   

 

 

 

 

 

 

9/30

組合加入期間

R2/4/1

フルタイム会計年度任用職員

雇用保険資格喪失手続

　10/1

雇用保険加入期間

H31/4/1

嘱託職員

組合遡及加入（R2/10/1付）
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 支給額イメージ例：基本手当日額１万円、退職手当 45万円の場合 

 
 ③上記（１）の例における退職日と支給機関 

   ア 令和２年４月１日～９月３０日の間に退職：雇用保険（失業給付） 

   イ 令和３年３月において月 18日以上勤務したことが確定した日： 

事務組合（失業者の退職手当） 

     ※組合加入（R.2.4.1）以前に常勤と同じ時間以上勤務した日が月 18日以上あれば 

その期間を含むこととし、その期間が１２月を超えればその日から支給が可能。 

 

（４）就業促進手当 

   所定給付日数を１／３以上残して就職が決まった場合、各要件により就業手当、再就職 

  手当、就業促進定着手当を支給。 

 

（５）その他 

   公共職業安定所の指示により、住所を変更したり、公共職業安定所において広域の求 

職活動が認められた場合には、移転に要する費用や交通費等を支給。 

 

７ 勤続期間の通算                  

（１）R2.4.1以降、フルタイム会計年度任用職員として新規加入する者の場合 

 

[例１]フルタイム会計年度任用職員が再度の任用をされた場合 ⇒ 勤続期間通算 

 

 

Ａ市会計年度任用職員 Ａ市会計年度任用職員 

 

 

 

[例２]フルタイム会計年度任用職員が６か月を超える前に正規職員になる場合 

    ⇒ 会計年度任用職員と正規職員の期間が６か月を超える場合は、勤続期間通算 

 

 

Ａ市会計年度任用職員 Ａ市職員 

 

所定給付日数

失業 給付

待機日数（45万円÷1万円＝45日）

6/294/1 5/15

90日

退職手当 失業者の退職手当

45日

1年 

 

1年 
R4/3/31  R3/3/31 R3/4/1 

勤続期間 2年 

R2/4/1 

8か月 

 

４か月 
R3/3/31  R2/7/31 R2/8/1 

勤続期間１年 

R2/4/1 
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（２）通算されない場合 

 

[例３]正規職員がフルタイム会計年度任用職員になる場合 

    ⇒ 勤続期間通算しない。フルタイム会計年度任用職員になった時点では、職員と

みなす要件を満たしていない。Ｒ3.3.31付け退職で退職手当を支給。 

 

 

Ａ市職員 Ａ市会計年度任用職員 

 

[例４]Ａ市フルタイム会計年度任用職員がＢ市フルタイム会計年度任用職員となる場合 

    ⇒ 同一任命権者でないため、勤続期間通算しない。 

 

 

Ａ市会計年度任用職員 Ｂ市会計年度任用職員 

 

 

 

[例５] フルタイム会計年度任用職員が正規職員になるが、６か月を超えないで退職する場     

   合 ⇒ 通算して６か月を超えない場合は、通算しない。 

 

 

Ａ市会計年度任用職員 Ａ市職員 

 

 

 

《参考》退職手当条例 

（勤続期間の計算） 

第９条 〔略〕 

２～５ 〔略〕 

６ 〔略〕 

(1) 職員が、第21条第２項の規定により退職手当を支給されないで職員以外の地方公務員等となり、引き

続いて職員以外の地方公務員等として在職した後引き続いて職員となった場合においては、先の職員と

しての引き続いた在職期間の始期から職員以外の地方公務員等としての引き続いた在職期間の終期まで

の期間 

 (2)～(7)  〔略〕 

７～11 〔略〕 

 （勤続期間の計算の特例） 

第９条の２ 次の各号に掲げる者に対する退職手当の算定の基礎となる勤続期間の計算については、当該各

1年 

 

1年 
R4/3/31  R3/3/31 R3/4/1 R2/4/1 

1年 

 

1年 
R4/3/31  R3/3/31 R3/4/1 R2/4/1 

R2/9/30  R2/7/31 R2/8/1 R2/4/1 
4か月 2か月 
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号に掲げる期間は、前条第１項に規定する職員としての引き続いた在職期間とみなす。 

 (1) 第２条第２項に規定する者 その者の同項に規定する勤務した月が引き続いて 12月を超えるに至る

までのその引き続いて勤務した期間 

 (2) 第２条第２項に規定する者以外の常時勤務に服することを要しない者のうち、同項に規定する勤務し

た月が引き続いて 12月を超えるに至るまでの間に引き続いて職員となり、通算して 12月を超える期間

勤務したもの その職員となる前の引き続いて勤務した期間 

 

※会計年度任用職員については、附則で「12月」を「６月」に読み替える規定あり。 

 

 

８ 就・退職日と勤続期間 

 

（１）就職日と勤続期間の開始月日 

※○は職員と同じ勤務時間 18日以上勤務の月 

×は 18日未満勤務の月 

[例１]４月１日（月の初日）就職の場合 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ・・・ 

 

 

 

[例２－１]４月５日（月の中途）就職（４月が月 18日以上勤務の場合） 

        

 

 

 

[例２－２]４月５日（月の中途）就職・４月が月 18日未満勤務の場合 

× ○ ○ ○ ○ ○ ○ ・・・ 

 

 

 

 

（２）退職日と勤続期間の終了月日 

※○は職員と同じ勤務時間 18日以上勤務の月 

×は１８日未満勤務の月 

[例１]10月５日（月の中途）退職の場合 

○ ○ ○ ○ ○ ○ × 

 

 

 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ・・・ 

4月  5月  6月  7月  8月 9月 10月～ 

4月  5月  6月  7月  8月 9月 10月～ 

4月  5月  6月  7月  8月 9月 10月 11月～ 

4月  5月  6月  7月  8月 9月 10月 
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[例２]10月 31日（月の末日）退職の場合 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

 

 

 

[例３－１]10月 25日（月の中途）退職（10月が月 18日未満勤務の場合） 

○ ○ ○ ○ ○ ○ × 

 

 

※土日祝日を含めて月 18日未満であることが確定した日が 10月 25日とする。 

[例３－２]10月 25日（月の中途）退職（10月が 18日以上勤務の場合） 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

 

 

 

 

９ 除算期間 

  除算の対象期間がある場合には、常勤職員と同様の方法で、除算する。（事務手引 10頁参

照）除算月数を差し引いた勤続期間が６月以上であれば、退職手当の支給対象。 

 

                      ※○は職員と同じ勤務時間 18日以上勤務の月 

                      ※休職は 1/2除算の休職  ※▲は退職時点 

 

○ ○ ○ ○ ○ 休職 休職 

 

                        

 ⇒ 除算期間２月×1/2＝１月。勤続期間は７月－１月＝６月であり、退職手当支給対象。 

 

                       

                       

○ ○ ○ ○ 休職 休職 休職 

 

                        

   ⇒ 除算期間３月×1/2＝1.5月で、端数切り上げで２月。 

     よって、勤続期間は７月－２月＝５月であり、退職手当支給対象外。 

 

 

 

 

4月  5月  6月  7月  8月 9月 10月 

4月  5月  6月  7月  8月 9月 10月 

4月  5月  6月  7月  8月 9月 10月 

4月  5月  6月  7月  8月 9月 10月 

組合加入 

4月  5月  6月  7月  8月 9月 10月 

組合加入 

▲ 

▲ 
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10 その他 

（１）任期がある者は、任期の更新があった場合、本組合への報告が必要。（資料 10参照） 

（２）職員番号は、組合加入時は９から始まる６桁の番号で報告し、12 月を超えるに至って 

共済組合に加入し、共済組合の職員番号が付されたら、本組合へ職員番号変更の報告が必 

要。（資料 11参照） 

（３）失業者の退職手当について、各団体で該当するかどうかの確認が必要。（資料 12 参照） 

（４）本組合ホームページの試算ホームページは、任期付職員及び会計年度任用職員の試算は

できません。お手数ですが、手計算で行って頂くか、試算依頼票により本組合に試算依頼

をしてください。（事務手引 82頁～85頁参照） 



所定給付日数 ここが全体の１/３以上残っている人が対象です

就業促進定着手当支給
（前職場との差額を支給（※2））

再就職手当支給 賃金日額が上がった
（支給残日数の7～6割）

新勤務先で６月勤続
支給残日数3/2以上 賃金日額が下がった

安定した職業に就職 支給残日数3/1以上
新勤務先で６月未満で離職 受給期間内かつ所定

給付日数残があれば
安定しない職業に就職 支給残日数3/1未満 基本手当（※１）

（パートやアルバイト） 支給残日数3/1以上かつ45日以上 就業手当（賃金日額の3割）
週20ｈ以上

週20ｈ未満 それ以外

支給残日数3/1以上かつ45日以上 就業手当or基本手当を選択

それ以外 基本手当

　※１　再就職手当を給付日数に換算したものを支給残日数から引く
　※２　支給残日数の４割～３割が上限
　※３　その後、離職した場合、受給期間内かつ所定給付日数残があれば基本手当が受給できる。

支給終了（※３）

就業促進手当概念図

待機日数
就活・失業期間

＝基本手当給付期間

就職

支給終了（※３）


